
 

 

 

 

 

１．運用基準策定の目的 

・人口転出超過⇒２年連続日本一、特に若い世代が流出 

・市街化調整区域のうち「広域交通基盤の近傍にある」、「環境悪化の恐れがない」

等、一定条件を満たす場所で工業系企業立地用地の開発を許容 

⇒働く場の確保（市内企業の転出抑制、市外企業誘致）⇒定住促進 

 

 

 

 

 

 

【注】誘導区域内の既存工場・倉庫等の移転を強制するものではありません。 

 

2．地区計画制度運用の流れ 

・3．運用基準の要件を満たす地区計画の提案をされたい方は、「長崎市都市計画

提案制度手続き要綱」に基づき、次の流れで手続きが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．運用基準の要件 

・以下に主な要件を示しますが、詳しくは「長崎市市街化調整区域における工業

系企業立地用地の開発を目的とした地区計画制度運用基準」をご覧ください。 

 

（１）立地要件等 

※開発区域外の道路については、（別図）をご参照ください。 

①原則的に、高速道路、自動車専用道路等、又は主要幹線道路のいずれかに

連続し、開発許可基準に適合する開発区域外の道路に接続すること 

②原則的に、農林、文化財保護等のため法律で保全すべきとされた区域、土

砂災害防止法で特別警戒区域に指定された区域を含まないこと 

③原則的に、第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域に隣接し

ないこと 

 

（２）地区計画区域の規模 

面積 0.5 ヘクタール 以上 

 

（３）許容する土地利用 

※主な用途制限比較表ついては、（別表）をご参照ください。 

①準工業地域の用途を基本とし、工場、倉庫及び、これに附属する事務所、

自動車車庫及び危険物を貯蔵、処理する建築物 

②製造業に関連する研究施設 

③貨物自動車運送事業の駐車場に併設される乗務員のための休憩・睡眠施設

（室構成は最低限必要なものとし、睡眠施設の面積は、九州運輸局長通達

「一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業の許可事案の処理

方針」に規定する広さ以下） 

④産業用機械器具及び資材の保管を適正に行うために、最低限必要な管理施

設（室構成及び規模は、長崎市開発審査会提案基準の「既存の土地利用を

適正に行うため最低限必要な管理施設の設置」に規定する基準以下） 

 

 

 

 

令和２年１０月１日から 

「長崎市市街化調整区域における工業系企業立地用地の開発を目的とした地区計画制度運用基準」を施行！ 
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【問い合わせ先】 

長崎市まちづくり部都市計画課 

☎０９５－８２９－１１６９ 

市街化調整区域 
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●長崎市市街化調整区域における工業系企業立地用地の開発を目的とした地区計画制度運用基準 

●長崎市都市計画提案制度手続き要綱 

は、長崎市ホームページ『長崎市の都市計画』で検索してください。 



（別図） 

開発区域外の道路 

※開発区域外の道路となる「長崎市都市計画マスタープラン（道路交通方針図）

の高速道路、自動車専用道路等、又は主要幹線道路」の概略位置を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別表） 

主な用途制限比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


